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　開港記念日を迎え、今日の横浜港の礎を築いてこら
れた先人の皆様に、深く敬意を表します。
　横浜港における2024年のコンテナ貨物は、貨物量
が前年比6.4％増の4,598万トン、取扱個数が前年比
1.8％増の308万個となり、4年連続で前年を上回り、
直近10年間では最多となりました。横浜港が、我が
国の産業と国民の皆様の生活を支える国際貿易港とし
て発展を続けているのは、御関係の皆様の御尽力の賜
物です。改めて厚く御礼申し上げます。
　横浜港は、引き続き、「国際競争力のある港」、
「観光と賑わいの港」、「安全・安心で環境にやさし
い港」を３つの柱として取組を進め、更なる経済の活

性化と豊かな市民生活に資する総合港湾づくりを目指
してまいります。
　「国際競争力のある港」では、国際コンテナ戦略港
湾として、急速に進展する船舶の大型化に対応し、基
幹航路の維持・拡大を図るため、「集貨」「創貨」
「競争力強化」の3つの施策を展開していきます。コ
ンテナ取扱機能を一層強化するため、新本牧ふ頭の整
備を推進するとともに、一体運用が開始された南本牧
ふ頭では、更なる取扱貨物の増大や生産性の向上等に
向けて、ターミナル隣接地の整備を進めます。本牧ふ
頭では、拡張再整備を進めるD5コンテナターミナル
の2025年度中の一部供用開始を目指します。また、
東日本最大の自動車取扱拠点である大黒ふ頭では、環
境対応車の普及拡大など、自動車産業の変化に対応し
た輸出入拠点となるよう、関係者と連携した取組を進
めます。
　2024年の12隻のクルーズ船初入港に加え、本年7
月には横浜港を船籍港とする飛鳥Ⅲの就航が予定さ
れるなど、横浜港は「観光と賑わいの港」でもあり
ます。安全・快適なクルーズ船の受入に向けた環境
整備を進めるとともに、クルーズ旅客の方々に横浜
をお楽しみいただけるよう取り組み、更なる賑わい
を創出していきます。また、山下ふ頭再開発では、
市民の皆様からの御意見を踏まえた検討委員会から
の答申を受けて、横浜の魅力を市民の皆様と共有で
きる場所として、将来にわたる安定した活力を創出
することで、市域全体の活性化に繋げていきます。

　気候変動が世界共通の喫
緊の課題となる中、横浜港
は、「安全・安心で環境に
やさしい港」として、カー
ボンニュートラルポートの
形成に向けた取組を進めて
います。関係者の皆様と共
に作り上げた「横浜港港湾
脱炭素化推進計画」に基づ
き、次世代船舶燃料の普及
促進やグリーン電力供給拠
点の形成など、横浜港なら
ではの先駆的な取組によ
り、全国の港湾の脱炭素化を先導していきます。さら
に、「横浜港CNPサステナブルファイナンス・フレー
ムワーク」を活用し、脱炭素に取り組む事業者の皆様
を金融面からも後押ししていきます。
　2027年には、気候変動の解決に向けて、環境先進
都市・横浜から起こすアクション「GREEN×EXPO
2027」を横浜の上瀬谷で開催します。地球環境を次
世代へと引き継いでいくことの大切さが、多くの皆様
に共感され、「地球と生きる準備」を始めるきっかけ
となるようなGREEN×EXPOを目指してまいります
ので、ぜひ御期待ください。
　今後も、横浜港の更なる成長・発展に向けて、関係
する全ての皆様と御一緒に取り組んでまいります。変
わらぬ御支援、御協力をお願い申し上げます。
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　本牧ふ頭ではコンテナ船
の大型化に対応するため、
D5ターミナルにおいて、
大型ガントリークレーンを
設置できるよう岸壁を改良
するとともに、背後ヤード
の拡張や荷役方式をストラ
ドルキャリアから、生産性
の高いRTG（ゴムタイヤ式
門型クレーン）に転換する
などの再整備を進めてい
る。国や横浜川崎国際港湾
株式会社（YKIP）が工事
を進めており、今年度には
一部エリアの供用を開始す
る予定だ。
　さらに、BCターミナル
では水深16m岸壁を390mか
ら470mに延伸し、2022年7
月から供用開始している。
　国際コンテナ戦略港湾政
策には、コンテナターミナ
ルの近接地の流通加工、温
度管理などの高機能な物流
サービスを提供するロジス
ティクス施設によるコンテ
ナ取扱強化施策として「創
貨」が位置付けられてい

る。また、臨海部の物流拠
点は、保税上の利便性や迅
速な貨物の配送などの環境
が整っており、輸送の効率
化などの点でも注目されて
いる。新たに整備された施
設では民間事業者による先
進的なデジタル技術の導入
が図られ、省エネ空調、太
陽光発電、LED照明など、
脱炭素に向けた取り組みも
進められている。

－港湾の環境負荷の低減に
ついて
　横浜港港湾脱炭素化推進
計画（以下、本計画）の計
画期間は2050年までとし、
目標年度は短中期を2030年
度、中期を2040年度、長期
を2050年度としており、二
つのKPIを設定した。一つ
目のKPIは横浜市臨海部か
らの二酸化炭素排出量につ
いて、2030年度に480万ト
ン （ 2013年 度 比 47％削
減）、2040年度に240万ト
ン （ 2013年 度 比 74％削
減）、2050年度に実質ゼロ
トンを目標としている。
二つ目のKPIは、ブルーイ
ンフラの保全、再生、創
出、これはブルーカーボン

による二酸化炭素吸収量だ
が、2030年度に年間約150
トン2040年度に約200ト
ン、2050年度に約250トン
を目標としている。
　計画を推進する具体的な
取り組みは、メタノールの
取り組みとして2023年（令
和5年）12月にグリーンメ
タノールの舶用燃料として
の利用促進にむけ、A.P.
Moller-Maersk（デンマー
ク）と三菱ガス化学と覚書
を締結し、2024年（令和6
年）9月に、出光興産など
を加え、バンカリングシミ
ュレーションを実施した。
　また、アンモニアの取り
組みとして、本牧ふ頭にて
2024年7月に日本郵船を中
心とするコンソーシアムが
世界初のTruck-to-Ship方式
によるバンカリングを実現
するなど、次世代舶用燃料
の普及促進に取り組む。
　次に、洋上風力発電に由
来するグリーン電力を横浜
市の臨海部を起点として供
給する方法と共に、洋上風
力発電事業に関する産業の
地域共創を検討するため、
2025年1月、横浜市は東京
電力パワーグリッド、海上

パワーグリッド、戸田建
設、三菱UFJ銀行と覚書を
締結した。
　また、臨海部の事業者の
脱炭素化を推進するため、
本計画に基づいた新たな金
融支援の仕組みとして「横
浜港CNP（カーボンニュー

トラルぽポート）サステナ
ブルファイナンス・フレー
ムワーク」を策定、第1号
のファイナンス契約が締結
された。このような、資金
使途特定型のフレームワー
クを自治体が策定し、民間
企業が活用する事例は我が
国で初で、今後、第2、第3
の案件が生まれ、企業の脱
炭素化に向けた取り組みが
促進されることを期待して
いる。さらに、臨海部の脱
炭素化に向けた取り組みと
して、港湾脱炭素化促進事
業を事業者の協力を得て、
42の実施主体、121の取り
組み内容を本計画に記載し
ている。
　そのうち、公共ターミナ
ルでの取り組みとして、照
明設備の省エネ化、太陽光
発電、脱炭素電力・燃料の
使用、脱炭素化荷役機械の
導入などを位置づけ、出入
港船舶、車両では次世代燃
料バンカリング、船舶の脱
炭素化、陸上電力供給設備
導入等を位置付けている。
公共ターミナルでの具体
的な取り組み事例として、
国土交通省地方整備局が
2025年度に横浜港南本牧ふ
頭MC-2で、水素燃料電池を
搭載した荷役機械の現地実
証を実施し、その結果を踏
まえ、港湾施設の技術上の

基準改定等を進め、水素燃料
の荷役機械の導入拡大に向け
環境整備する。また、陸上
電力供給設備の導入はクル
ーズ船社が求める重要な要
素なので、横浜市は大型ク
ルーズ船向けの陸上電力供
給設備の検討を進める。

－国際コンテナ戦略港湾政
策について
　2024年はタイで船社、物
流事業者、荷主企業等を対
象としたセミナーを開催
し、100名を超える参加者
があった。セミナーでは
「新しい国際コンテナ戦略
港湾政策」の概要やタイか
らの輸送ルートとして日本
向け貨物だけではなく北
米・中南米に向けた輸送に
おいて横浜港を利用する利
点等を紹介した。今後も国
交省やYKIPと連携して東
南アジアを中心とした海外
ポートセールスを実施し、
国際トランシップ貨物量の
増加と基幹航路の維持、拡
大を図る方針だ。
国際コンテナ戦略港湾政
策に沿った横浜港利用企業
の競争力強化の支援策とし
ては、YKIPが基幹航路等
の開設、国際トランシップ
貨物の誘致、トラックから
内航船を利用した輸送への
転換等を支援するインセン
ティブを実施している。
　国際戦略港湾政策に基づ
く今後のインフラ整備計画
は、本牧ふ頭ではD5コン
テナターミナルの整備をす
すめ、さらにBCターミナ
ル拡張による機能強化やC
突堤、D突堤間の一部埋め
立てによる一体運用の推進

も計画されており、その整
備に向け、国、YKIPとも
連携して進める。
　また、本牧ふ頭沖では国
と連携して新本牧ふ頭の埋
め立てをすすめている。埋
め立て後は高規格コンテナ
ターミナルやロジスティク
ス施設から成る新たな物流
拠点として整備する計画。
　国内唯一の水深18m岸
壁、日本最大のコンテナタ
ーミナルを有する南本牧ふ
頭ではターミナルの隣接地
に約24haの造成中のエリア
が残っていることから、更
なる取扱貨物の増大や生産
性の向上等に活用すべく、
整備を進めている。
　我が国の輸出産業の競争
力強化や増大する輸入需要
への対応を図るため、物流
効率化、トランシップ円滑
化に向けたバージ輸送の推
進やCONPAS等の港湾の
DX、LNGバンカリング拠
点の形成をはじめとする脱
炭素分野の取り組みなど、
東京湾内の広域的な連携に
取組みたい。

－横浜港山下ふ頭の再開発
について
　山下ふ頭は、都心臨海部
の美しい水際線とつながる
面積約47haという広大な開
発空間や静穏な水域に囲ま
れたすぐれた立地特性を有
している。こうしたポテン
シャルを最大限に活かしな
がら、横浜の魅力を市民と
共有できる場所として、新
しい時代の象徴となるよう
なまちづくりを実現し、将
来にわたる安定した活力を
創出していくことで、市全
体の活性化につなげていき
たいと考えている。
　再開発にあたり、まちづ
くりの方向性や導入機能な
どを検討するため、2023年
8月から全6回の、横浜市山
下ふ頭再開発検討委員会を
開催、活発に議論していた
だいた。これまでに寄せら
れた市民意見なども踏ま
え、取りまとめられた答申
が2024年12月に横浜市長へ
提出され「目指すべき姿」
と、実現に向けた土台とな
る「基盤・空間の考え方」
を二つの柱とする、まちづ
くりの大きな方向性が示さ
れた。
　この答申を踏まえ、現
在、新たな事業計画の策定
に向け検討を行っている。
引き続き、幅広い市民の皆
様の意見を伺う機会を設
け、市民意見を反映したま
ちづくりを進めていく。
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横浜市港湾局長 新 保 康 裕 氏

横浜港は東京湾の湾口に近く、自然水深が管理できる地理的特性を持ち、東京港、
川崎港とともに主として国際基幹航路の受け入れを担う立場にある。横浜港は世界最
大級の大消費地である首都圏とその先の広大な背後圏を持つ商業港として発展、京浜
工業地帯を中心とする臨海部の工業港としても重要な役割を果たす総合港湾として成
長、発展してきた。横浜市港湾局が管理する横浜港の2024年のコンテナ貨物は取扱個
数が前年比1.8%増の308万TEUとなり、2年連続で300万TEUを超え、4年連続で前
年を上回り、直近の10年間で最多となった。特に外貿コンテナの取扱個数が前年比
2.6%増と好調で、その主因は中国発メキシコやカナダ向けの外貿トランシップコンテ
ナの取扱量が前年比66％もの大幅な増加を記録した。国の施策である「国際コンテナ
戦略港湾」政策の推進の柱として設立された港湾運営会社である横浜川崎国際港湾株
式会社（YKIP）と管理者である港湾局の連携強化が横浜港の好調を支えている。
　横浜市港湾局の新保康裕局長に横浜港の競争力強化、環境負荷の低減への取り組み
や、2年連続での取扱量300万TEU超えなどについて聞いた。

「戦略港湾政策」の下、競争力強化強化に取り組む横浜港
インフラ整備し港湾運営会社とともに「集貨」「創貨」に注力

－横浜港はコンテナターミ
ナルの改修や船舶の大型
化への対応、横浜港の国
際競争力強化へ取組んで
いる。その成果について。

し ん ぼ   や す ひ ろ

Tokyo  Tel:  03-6778-1801　Osaka  Tel:   06-6120-2100
 Fax: 03-6778-1822 Fax: 06-6120-2098

横浜市港湾局提供
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新たなコンテナ拠点
「新本牧ふ頭」
　新本牧ふ頭は、高度な流
通加工機能を有するロジス
ティクス施設（第1期地
区）と大水深・高規格コン
テナターミナル（第2期地
区）からなる、横浜港の次
の新たなコンテナ拠点だ。
同ふ頭は、本牧ふ頭と南本
牧ふ頭間の沖合を埋め立て
整備するもので、国際コン
テナ戦略港湾施策の一環と
して、大水深・高規格コン
テナターミナルと高度な流
通加工機能を有するロジス
ティクス施設からなる新た
な物流拠点を形成するも
の。第1期の約38haは横浜
市がロジスティクス拠点と
して整備、第2期の約50ha
は国がコンテナターミナル
を整備する計画だ。市内公
共工事から発生する土砂な
どを安定的に受け入れる役
割も担っており、19年11月
に埋立免許を取得し、21年
6月から護岸本体となるケ

ーソンの据付に着手、21年
10月から埋立てを開始して
いる。25年度は、中仕切り
堤の整備、埋立工事などを
進めていくとともに、新本
牧ふ頭にアクセスする連絡
道路の整備に向けた設計を
進める。

高規格コンテナターミナ
ルの誕生
　南本牧ふ頭は、増大する
コンテナ取扱貨物やコンテ
ナ船の大型化に対応できる
最新鋭のふ頭で、物流形態
の変化に対応できる新しい
総合物流拠点として、1990
年から建設を進めてきた。
2001年にはMC-1、MC-2タ
ーミナルが供用を開始し、
水 深 16m・ 延 長 700m
（350m×2）の連続岸壁が
誕生した。さらに06年には
CT用地を拡張（5.4ha）し
ている。MC-3は07年1月か
ら整備に着手、15年に供用
を開始した。また、MC-4
は13年から整備に着手し、

20年8月に供用を開始して
いる。これにより、MC-
3、4ターミナルは国内最
大・唯一の水深18m・延長
900mの連続岸壁と24列対
応のガントリークレーンを
擁した世界最大級のコンテ
ナ船にも対応できる高規格
CTとなった。21年4月から
南本牧ふ頭CTはMC-1～4
すべてのターミナルの一体
利用を開始、施設全体を柔
軟に利用し、高規格な施設
能力を最大限に発揮して多
方面の航路における船舶の
船型やスケジュールなどに
対応が可能となった。
一方、CT背後では、物

流倉庫や配送サービス拠
点、複合物流ターミナルな
どを備えた総合物流拠点の
整備が進んでいる。03年か
ら埋立地の一部分譲を開始
し、現在9社が稼動。引き
続き、取扱貨物の増大と生
産性の向上などに向けて、
CT背後地5-1ブロックなど
の整備を進めている。また
南本牧ふ頭へのアクセスと
して、国道357号に連絡す
る南本牧大橋に加え、南本
牧はま道路、首都高湾岸線
南本牧ふ頭出入口が17年に
供用を開始、広域幹線道路
ネットワークを形成する首
都高湾岸線や本牧ふ頭との
連絡強化が進んだ。

本牧ふ頭D5CT再整備
　1963年に埋立てを開始
し、70年に完成した本牧ふ
頭は、在来船、RO/RO船
からフルコンテナ船まで多
様な荷役に対応し、長年に
わたり、横浜港の中心的な
役割を担ってきている。コ
ンテナ船の大型化とコンテ
ナ貨物の増加に対応するた
め、B・C突堤間を埋立
て、BCコンテナターミナ
ルとして、05年から全面供
用を開始している。この
BCCTは、岸壁とターミナ
ルを一体的、効率的に管理

運営し、コンテナ貨物の集
中化を促進させるなど本牧
ふ頭の主力CTとして稼働
している。
　また、D突堤は、施設の
老朽化対策やコンテナ荷役
の効率化に向けてターミナ
ルの機能強化を進めてい
る。14年にD4、19年にD1
の各CTが再整備を経て再
供用を開始しているほか、
現在は超大型コンテナ船へ
の対応を図るため、D4・
D5ターミナルの一体的な
運用に向けて、D5CTの再
整備を進めており、2025年
度内の一部供用を目指して
いる。
　さらに超大型コンテナ船
への対応を図るため、BC2
岸壁（310m）を整備し、
全長700mの連続バースと
する。また、既存上屋を移
転し、荷さばき地を拡張す
る計画だ。一方、CD突堤
間基部を埋め立て、荷さば
き地や内航貨物船用岸壁な
ど、BC-Dターミナルの一
体運用を図っていくとい
う。D突堤基部では、再編
に伴い必要となる上屋、一
般貨物船岸壁などの整備を
進める。
A突堤では輸入貨物に対
応したコンテナ貨物取扱量
の増大や定着に向けて、建
設資金に係る無利子貸付金
などの支援を図り、流通加
工など高機能な物流サービ

スを提供するロジスティク
ス施設の集積を進めてい
る。

大黒ふ頭・自動車船の
拠点へ
大黒ふ頭は、海上出入貨
物の増加やコンテナ化など
に対応するため、1971年か
ら1990年にかけて埋立てて
整備をした横浜港初の本格
的な島式ふ頭。コンテナバ
ース、ライナーバースをは
じめ、合計で25バース（総
延長：5,250ｍ）を整備した
が、現在、横浜港の主要輸
出品目である乗用車・トラ
ックなどの完成自動車と大
型建設用機械の取り扱いに
対応するため、コンテナバ
ースからRO/RO船をはじ
めとした自動車専用船バー
スへの機能転換を進めてい
る。
　22年には、P3、T3～8の
整備が完了し、日本最大級
となる1,400mの連続岸壁
で、大型自動車専用船5
隻、ふ頭全体で11隻の同時

着岸が可能となった。横浜
港の主要輸出品目は完成自
動車で、大黒ふ頭は東日本
最大の自動車取扱拠点とな
っており、国土交通省と横
浜市は、15年度から自動車
専用船の大型化や着岸隻数
の増加に対応するため、大
黒ふ頭の横浜航路側のP3・
P4岸壁の水深を7.5mから
12mに増深し、延長を260m
から290mに延伸する改良
工事や、荷さばき地の拡張
などを進めてきた。再整備
が完了し、日本最大級の自
動車取扱拠点となり、横浜
港の自動車取扱機能のさら
なる強化が実現した。
開発が進められている環
境対応車（HV・EV）な
ど、自動車産業の変化に対
応できる輸出入拠点となる
よう、横浜港埠頭や民間事
業者と連携した取り組みを
進めている。合わせて、安
全で安心な港づくりに向け
て、道路の嵩上げや海岸保
全施設などの整備を進めて
いく方針だ。

SHIPPING GUIDE,  Monday,  June  2,  2025                   ( 7 )

　「国際コンテナ戦略港湾」として、急速に進展する船舶の大型化に対応し、基幹
航路の維持・拡大を図るため、「集貨」「創貨」「競争力強化」の3つの施策を展
開しており、港湾機能の強化では、新本牧ふ頭の整備を引き続き推進するととも
に、南本牧ふ頭MC1～4のコンテナターミナルの背後地5-1ブロックの整備、本牧
ふ頭D5コンテナターミナルの再整備、本牧ふ頭A突堤ロジスティクス拠点の形成
などをはじめとする本牧ふ頭再編強化など、コンテナ取扱機能の強化に取り組んで
いる。また、東日本最大の自動車取扱拠点である大黒ふ頭では、世界的な脱炭素化
の潮流などを踏まえ、民間事業者などと連携しながら、自動車ターミナル機能強化
などを進めている。

信永海運株式会社
TEL: 03-5405-7600 （代表） FAX: 03-5405-7400
フリーダイヤル：0120-549-489

横　浜：045-210-0766　　名古屋：052-209-9388

大　阪：06-6220-2800　　福　岡：092-452-8025

仙　台：022-742-5022

Digital Shinyei: http://www.shinyei-ship.co.jp

南本牧ふ頭、大黒ふ頭も機能強化

横浜市港湾局提供
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　「国際基幹航路の維
持・拡大」については、ま
ず、設定目標と現況の比較
として、2021年度に設定し
た取扱コンテナ貨物量

（2025年度目標）である
340万TEUに対し、2024年
の取扱量は前年比1.6%増の
318万TEUだった。外内貿
含む数値で、内訳は横浜港
が308万TEU、川崎港が10
万TEU。
　また、航路数について
は、20航路以上を目標とし
ているが2025年3月末時点
では17航路となっている。
　横浜港の強みとして、横
浜港は中南米西岸航路が国
内で唯一寄港する港であ
り、同航路や北米向け輸出
貨物のラストポートとなっ
ている、このため国内から
の同航路を利用した輸出貨
物が内航船を利用し横浜港
に集約されている。トラン

ジットタイムの短縮や国内
からの直航便利用の志向が
強い荷主の利用ニーズは高
いものと理解している。 
　また、4月からはMSC
（スイス）の北米・欧州航
路の寄港が開始された。
A.P. Moller-Maersk（デン
マーク）とHapag-Loyd（ド
イツ）によるコンソーシア
ム、Gemini Co-operationで
は高いスケジュール遵守率
を目指しており、横浜港に
おけるトランジットタイム
の短縮や高い定時性が維持
されることが期待されてい
る。
「集貨の強化」について
は、昨年度は初めての取り
組みとして、①国土交通

省 、 阪 神 国 際 港 湾 ㈱
（HPC）と共同による海外
船社へのセールス②横浜
市、川崎市、横浜港埠頭㈱
（YPC）との共催による海
外ポートセールス（タイ）
を実施した。船社へのトッ
プセールスとしては、今年
度も国交省、HPCとともに
４月末からのゴールデンウ
イーク期間中にシンガポー
ルを訪問した。
　さらに７月にはインドネ
シアでのセミナーを予定し
ている。
　2025年度のインセンティ
ブに関して、支援メニュー
は、昨年度と同様、船社を
対象とする基幹航路支援、
国際フィーダー航路支援、
国際トランシップ事業支
援、国際フィーダー貨物の
港内ショートドレージ支
援、南本牧ふ頭MC3、4に
超大型船が寄港する際のタ
グボート配船費用支援に加
え、新たにバージ利用に対
する支援の6つのメニュー
と、荷主等を対象とする国
際フィーダー・鉄道輸送へ
の転換促進支援を実施す
る。
「国際トランシップ貨物
の誘致」については、取扱
貨物量増加のファクターの
一つに、トランシップ貨物
の増加があり、2024年のト
ランシップ貨物量は66％増
の25万TEU（2023年15万
TEU）と過去10年間で最大
を記録した。その理由とし
ては、トランシップの輸出
相手先としてメキシコ、カ
ナダが多く、横浜港がこれ
らの国への最終寄港地とな
っていること、船社に対す
る集貨インセンティブを講
じたこと、横浜港の高い荷
役効率等がトランシップ貨
物の増加を支える要因と分
析している。
「国交省関東地方整備局
（関東地整）と連携した港
湾施設整備」については当
社は、港湾施設の整備・運
営において、国際コンテナ
戦略港湾政策の要を担う立
場から、関東地整局との連
携を極めて重視している。

　とりわけ、本牧D5コン
テナターミナルの再整備に
おいては、国（関東地整）
による岸壁・ヤードの直轄
整備と、当社が担う管理棟
等の上物施設の整備が一体
となって進められており、
整備計画段階から現場調
整、供用準備に至るまで継
続的に連携を行っている。
　2025年度は、これらの整
備の進展を背景に、D5タ
ーミナルの一部供用を予定
しており、その後、残るエ
リアの整備工事にも順次着
手する計画である。供用開
始に向けては、安全対策の
徹底や、荷役作業に支障を
きたさないための調整が極
めて重要であり、これにつ
いても関東地整との協議を
重ねながら進めていく方針
である。
　また、新本牧ふ頭の造成
や、南本牧ふ頭MC-3東側
の用地造成支援において
も、関東地整とは初期段階
から緊密な情報共有・役割
分担を行っており、将来的
な供用・運用段階を見据え
た整備プロセスの最適化に
取り組んでいる。
　これらは、国の港湾政策
で掲げられている「選ばれ
る港」づくりの実現に資す
るものであり、インフラの
整備だけでなく、機能強化
や環境対応、運用の最適化
を一体的に進めていくこと
が求められていると認識し
ている。
　今後も、本牧ふ頭の再編
整備、南本牧・新本牧エリ
アの拡張に向けた施策、さ
らには脱炭素・環境対応型
インフラの導入を見据え、
関東地整と連携し、引き続
き横浜港の国際競争力強化
に貢献していく。
「環境対応の強化と近隣
港との国際競争力の強化拡
充」については、横浜港で
は、2025年3月に「横浜港
港湾脱炭素化推進計画」を
横浜市によって策定され、
港湾の脱炭素化に向けた取
り組みが加速しているとこ
ろである。
　当社では 2022年度か
ら一部のふ頭で使用する電
力を再生可能エネルギー由
来に切り替え、CO₂排出削

減に貢献している。
　また、次世代燃料への対
応としては、京浜港におけ
るLNGバンカリング拠点形
成事業を推進しており、現
在、LNGバンカリング船の
建造を進めている。完成後
は東京湾全域でシップ・ツ
ー・シップ方式によるLNG
燃料供給を実施する計画で
ある。
　加えて、横浜港では水素
燃料電池荷役機械の実証、
メタノールバンカリングシ
ミュレーションの実施、停
泊中船舶への陸上電力供給
設備の整備、世界初の電気
運搬船受入拠点の構築な
ど、多様な脱炭素化への取
り組みが進みつつある。
YKIPとしてもコンテナ

ターミナル内の照明設備を
段階的にLED化するなど、
カーボンニュートラルポー
トの形成に取組んでいく。
　今年度も、こうした環境
対応施策に係る取り組みを
さらに促進することで、近
隣港との差別化を図り、環
境面においても国際競争力
の優位性を確保していく。
　あわせて、新本牧ふ頭の
整備推進を着実に進め、大
型船舶への対応力を高める
とともに、太平洋航路にお
ける「ファーストポート」
「ラストポート」という地
政学的優位性を最大限に活
かし、釜山港や上海港とい
ったアジア主要港との競争
を続けながらも、持続的な
成長と発展を目指していき
たい。
経団連加入の意義につい
ては、加入することで、経
済社会の最新情報やトレン
ド等をタイムリーに把握す
ることができると期待して
おり、業種の垣根を超えた
会員同士の意見交換など通
じて、交流を広げたいと考
えている。
　国際海上コンテナ輸送を
取り巻く環境が大きく変化
する中、経団連の活動を通
じ、荷主企業をはじめ、関
係する会員の皆様ととも
に、国際コンテナ戦略港湾
政策の実現に向けて、積極
的に活動していくつもりで
ある。

産業の発展と活力ある地域社会の形成に向け
横浜港、川崎港の集荷、創貨に地道に取組み成果あげる

横浜川崎国際港湾株式会社　代表取締役社長 人見  伸也 氏

YKIP

腓昨年2月に「新しい国際
コンテナ戦略港湾政策の進
め方検討委員会最終とりま
とめ」が公表され、国際コ
ンテナ戦略港湾の要を担う
横浜川崎国際港湾㈱はその
政策目標に沿い「選ばれる
ミナト」を目指していま
す。昨年、YKIPは外船へ
の共同トップセールス実施
やコンテナ取扱量の増加な
ど目に見える成果を上げて
います。
　京浜港の国際コンテナ戦
略港湾の要である横浜川崎
国際港湾㈱のこれまでの実
績、成果と、今年、特に重
点を置く事は何ですか。
　24年12月に発表され
た、24～28年中期経営計
画を含め、特に注力される
項目、それぞれの成果や今
年度の方針、施策、目標値
などを含めてお聞かせ下さ
い。

　横浜川崎国際港湾株式会社（YKIP）は、国の施策である「国際コンテナ戦略港
湾」政策の推進を目的に、横浜港と川崎港のコンテナターミナルの整備・運営を
担う港湾運営会社。2016年に国、横浜市、川崎市、民間金融機関の出資を受け、
設立された。主な役割としては、コンテナターミナルの整備・運営と、国際競争
力の強化、および環境問題への対応。これらを通じて産業の発展と活力ある地域
社会の形成に貢献することを使命としている。横浜港の2024年（暦年）のコンテ
ナ貨物取扱量（TEUベース）前年比1.8％増の308万TEU超で、4年連続で前年を
上回り、2024年は直近の10年間で最多となった。主因として外貿のトランシップ
（TS）貨物の66％の増加。その先導はYKIPによる海外船社へのセールス活動、誘
致策の策定などで、目に見える成果をあげた。さらに「選ばれるミナト横浜・川
崎」を目指す要となるYKIPの人見伸也社長に今後の重点施策などを聞いた。
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国際競争力のある港へ
国際競争力のある港づく
りでは、新本牧ふ頭の整備
（港湾整備事業費会計）に
182億1,168万円（前年度予
算額188億152万円）と新た
に新本牧ふ頭にアクセスす
る連絡道路の整備に向けた
設計として1,000万円（一般
会計）を計上した。南本牧
ふ頭コンテナターミナルな
どの整備に4億2,352万円
（同4億684万円）、本牧ふ
頭の再編強化（D5コンテ
ナターミナルの再整備な
ど）に106億7,425万円（同
128億9,961万円）をそれぞ
れ計上した。一方、自動車
貨物取扱機能強化につい
て、海岸保全施設の整備と
大黒ふ頭嵩上げに1億2,100
万円（同9,400万円）、新規
として埠頭用地有効活用検
討・調査に580万円を計上
した。
港湾のデジタル化の推進
として、港湾情報システム
改修などによる利便性・機
能性の向上に1億1,176万円
（同9,291万円）、横浜港港
湾統計管理システムの改
修・運用に1,385万円（同
1,558万円）計上した。

新本牧ふ頭
　新本牧ふ頭は、高度な流
通加工機能を有するロジス
ティクス施設（第1期地
区、横浜市が施行主体、約
40ha）と大水深・高規格コ
ンテナターミナル（第2期
地区、国が施行主体、約
50ha）からなる新たな物流
拠点だ。市内公共工事など
から発生する土砂を安定的
に受け入れる役割も担い、
2021年10月から埋立てを開
始した。2025年度は、中仕

切り堤の整備、埋立工事な
どを進めるとともに、新本
牧ふ頭にアクセスする連絡
道路の整備に向け設計を進
める。
第1期地区では、中仕切

り堤の整備、埋立工事など
を予定している。埋立工事
に中央新幹線首都圏区間の
トンネル掘削土砂を活用す
るとともに、護岸整備費に

受益者負担を導入した。
第2期地区（国直轄事業）
は、岸壁本体の鋼板セルと
護岸本体のケーソンを製
作・据付する。また岸壁や
護岸、荷さばき地（中仕切
り）の整備に伴う海上地盤
改良などを進める。一方、
建設発生土受入事業では、
道路・上下水・河川などの
市内公共工事などの建設発
生土を安定的に受け入れる
ため、土砂を仮置き・積み
替える中継所（大黒・幸
浦）の拡張・運営、土砂の
運搬・投入、埋立地の造
成、水質管理業務などを進
める。埋立工事費は建設発
生土の排出事業者が負担す

る。また藻場や浅場の形
成、市民に開かれた漁港の
改修などを進める。
新本牧ふ頭整備事業や横
浜港への市民の理解を深め
るため、スカイウォークを
広報施設として改修し、開
放している。展望室「スカ
イラウンジ」には、新本牧
ふ頭の役割、港湾工事の建
設技術、環境への取り組み

などに関する模型やパネル
を展示するとともに、映像
を上映している。

南本牧ふ頭CTなどの整備
　南本牧ふ頭では、世界最
大級の超大型コンテナ船に
対応するため、国内最大・
唯一の水深18m岸壁を有す
る高規格コンテナターミナ
ルの整備を進め、2021年4
月に全面供用した。世界最
大級のコンテナ船運航会社
MaerskがMC1～4の一体運
用を開始、多方面の航路の
船舶が船型やスケジュール
などに応じ施設全体を柔軟
に利用できる画期的な運用
が実現した。引き続き、取

扱貨物の増大と生産性の向
上などに向けて、コンテナ
ターミナルの背後地5-1ブロ
ックなどの整備を進める。
コンテナターミナル背後
地5-1ブロックの道路などの
基盤整備、トラックドライ
バーの労働環境の改善に向
けた厚生施設の充実、
MC1・2ターミナル入口付
近道路の安全性・利便性向
上のための車線拡幅工事な
どを進める。

本牧ふ頭の再編強化
　超大型コンテナ船の受け
入れに対応するため、
D4・D5コンテナターミナ
ルの一体的な運用に向け
て、D5コンテナターミナ

ルの再整備を進めている。
今期はD5岸壁と荷さばき

地の改良（国直轄事業）な
どを進め、2025年度内の一
部供用を目指す。具体的に
は、D5岸壁を300mから
400mに延伸するととも
に、コンテナヤードを拡張
する。また、荷役方式をス
トラドルキャリアからRTG
（タイヤ式門型クレーン）
に転換し、生産性を高め
る。再整備後は、冷凍・冷
蔵コンテナの蔵置能力が2
倍以上に強化され、中南米
などから輸入する生鮮食品
の増加に対応可能となる。
さらに、高度なゲートシス
テムや排出ガスを削減でき
る電動式の荷役機械の導
入、再生可能エネルギー由
来の電力の利用など、生産
性が高く、環境にも優しい
コンテナターミナルとして
再生する計画だ。
　また、コンテナ貨物取扱
量の増大と定着に向けて、
A突堤におけるロジスティ
クス拠点の形成のため、物
流施設整備費貸付金など国
の支援制度も活用して事業
者の進出を促進する。

自動車貨物取扱機能強化
　完成自動車は、横浜港の
主力輸出品目であり、大黒
ふ頭は「東日本最大の自動
車取扱拠点」となってい
る。自動車専用船の大型化
や着岸隻数の増加に対応す
るため、自動車専用船岸壁
の改良、コンテナターミナ
ルの自動車ターミナルへの
転換などを進めてきた。そ
の結果、日本最大級となる
11隻の大型自動車専用船が
同時に着岸可能な自動車取
扱拠点となった。
引き続き、世界的な脱炭

素化の潮流を踏まえ、開発
が進められている環境対応
車（HV・EV）など、自動
車産業の変化に対応できる
輸出入拠点となるよう、横
浜港埠頭と民間事業者と連
携した取り組みを進める。
合わせて、安全で安心な港
づくりに向けて、道路の嵩
上げや海岸保全施設などの
整備を進める。

港湾のデジタル化の推進
　民間事業者とともに、物
流のさまざまな分野にDX
を導入し、生産性の向上、
快適な労働環境に向けた改
善などを推進する。横浜港
港湾情報システムは、年間
約9万件ある港湾施設の使
用や船舶の入出港に関する
手続きのうち約8割の電子
申請に対応し、DX導入に
よる利便性の高い、効率的
な港湾行政を推進してい
る。2025年度は、国のサイ
バーセキュリティ基本法に
基づく重要インフラに「港
湾」を追加したことなどを
踏まえ、アプリケーション
の追加などで、セキュリテ
ィを強化するとともに、国
が運営するサイバーポート
との連携に向けて検討を進
める。
横浜港港湾統計管理シス
テムにより、横浜港の港湾
統計基礎データ（入港船舶
の隻数、貨物量など）を国
に提供するとともに、横浜
港統計を作成し、市のウェ
ブサイトで公表している。
2025年度は、サイバーポー
トとのデータ連携に係るシ
ステムの改修・運用に取り
組む。

SHIPPING GUIDE,  Monday,  June  2,  2025                   ( 9 )

　横浜市港湾局の25年度予算は、一般会計が158億545万円で、前年度当初予
算に比べ、20億897万円の減少（前年度比11.3％減）となり、主に本牧ふ頭
D5コンテナターミナル再整備に伴う国直轄事業、大さん橋国際客船ターミナル
のボーディングブリッジの整備による事業費の減などによるものだ。港湾整備事
業費会計は358億6,259万円で、前年度当初予算に比べ32億1,410万円の増
（同9.8％増）で、主に山下ふ頭用地造成などの事業費増によるもの。埋立事業
会計は230億5,229万円で、前年度当初予算に比べ69億4,156万円の増（同
43.1％増）、主に企業債償還金などの増加によるもの。

横浜市港湾局の25年度予算、横浜経済活性化へ
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Geminiがシャトル便
Maerskは1928年に定期

航路を開設以来、横浜港と
長期間にわたり協力関係を
構築、新たな100年へ向け
スタートを切った。今年2
月 か ら は Hapag-Lloyd
（独）と新たに結成した
Gemini Cooperationの新サ
ービスを開始、アジア域内
シャトルサービスの一つと
して、Asia Shuttle6/JP1で

上海～神戸～名古屋～上海
～東京～横浜～上海のロー
テーションでサービス展開
中だ。
アジア域内航
路で横浜港に寄
港するサービス
も活発だ。中国
の寧波遠洋運輸
股份有限公司
（NBOSCO）は
24年5月、華中

～日本～ベトナム北部を結
ぶCJV1 Serviceを開始、
1,000TEU型コンテナ船3隻
を投入、太倉～乍浦～寧波
～ハイフォン～乍浦～太倉
～大阪～神戸～名古屋～東
京～横浜～太倉のローテー
ションでタスキ掛けの定曜
日ウイークリーサービスを
展開中。NBOSCOは24年11
月、中国の江西江新造船
で、世界最大のバッテリー
推進システムを搭載した
740TEU型コンテナ船2隻を
起工した。
長さ127.8m、幅21.6m、

コンテナ積載数742TEU
で、電源として10個のボッ
クス型バッテリーを搭載
し、2プロペラバッテリー
推進モードを備えており、
いずれ横浜港にもお目見え
しそうだ。

PanStarがコンテナ配船
また、日韓中を結ぶカー
フェリーを運航する韓国の
PanStar Group傘下のパン
スターラインドットコムは
24年7月末から日韓航路で
新たにコンテナ事業を開
始、日本総代理店はサンス
ターラインが担い、用船し
たコンテナ船“Honor
Voyager”（634TEU）を
投入、釜山～阪神港～京浜
港～中京港～釜山のローテ
ーションで定曜日ウィーク
リーサービスを展開中。
　7月にはT.S.Lines（香
港）が北東アジア／東南ア
ジア航路のJTKとJTK2を
統合しバタフライサービス
化した。

シアヌークビル直航も
中国船社のSITCも7月上

旬から、日本／中国／東南
アジア航路で新たにVTX6
を開始、1,000TEU型4隻を
投入し、横浜からもカンボ
ジア・シアヌークビルへの
直航便を提供中。
　さらにCMA CGM（仏）
のアジア域内専業船社、
Cheng Lie Navigation
（CNC）が7月から日本／
韓国／台湾／東南アジア航
路で新たにJapan-South
Korea-Vietnam-Thailand
Service（JTVS）を開始
し、越中部トゥアティエン
（フエ省）の主要港である
チャンメイ港と横浜港を直
結している。
　25年に入ると
SITCが2月から
日本／韓国／中
国／ベトナム航
路のCJV3で、欽
州寄港を再開し
た。新CJV3には
900～1,000TEU

型3隻を投入し、横浜から
欽州をダイレクトで結んで
いる。

WWがバイオ燃料供給
　 一 方 、 Wallenius
Wilhelmsen（ノルウェー）
が運航する自動車専用船
“Tamesis”（5,430台積
み）が25年2月、横浜港で
三菱商事エネルギーからバ
イオ燃料B24をブレンドし
た低硫黄燃料400トンの供
給を初めて受けた。バイオ
燃料は小名市のオイルター
ミナルからバージで横浜港
へ輸送してきたもので、横
浜港をバンカリング拠点と
するため2年以上かけ準備
してきた。
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代表取締役　　　　鈴江　真由
代表取締役社長　　田留　　晏

　横浜港への超大型船の入港は年々増加、基幹航路の誘致が着実に進み、横浜川崎
国際港湾株式会社（YKIP）設立後の 2017年度から2024年度までに合計12航路
の新規寄港が実現し、国内では唯一、北米東岸航路と中南米航路が寄港中だ。邦船
3社のコンテナ船事業統合会社、Ocean Network Express（ONE）は横浜港
を拠点にアジア域内、オセアニア、南米など多彩なサービスを展開、2024年は
Maersk（デンマーク）が横浜港に寄港を開始し100周年を迎えたほか、アジア域
内航路のサービスも増加、内航コンテナ船が国際フィーダーの強化にも取り組んで
いる。

　内航フィーダー船による
海上コンテナの国内輸送
は、一度に大量の輸送が可
能なため、トラック輸送に
比べて輸送トン当たりの
CO2排出量が低く、省エネ
ルギーで環境にやさしい輸
送モード。近年は大型外航
船の国内寄港地が集約化さ
れる傾向にあり、大型外航
船の横浜港寄港を維持・
拡大するためにも、内航
フィーダー輸送を強化
し、横浜港へ集貨するこ
とは重要な課題となって
おり、横浜港へ寄港する
内航船による国際フィー
ダー網の強化に資する取
る組みを支援している。
　24年6月には岩手県の釜

石港に、横浜コンテナライ
ンが運航する内航コンテナ
船“公龍丸”（199TEU）
が入港、同港と横浜港とを
つなぐ国際フィーダー航路
を開設、中国海運大手
COSCOの日本総代理店コ
スコシッピングラインズジ
ャパンが輸出入サービスで
利用している。

　内航総連合会のデータに
よると、2023年度のフィー

ダーコンテナ輸送量は80万
7,473TEUで前年度の輸送
量と比べ10％減少、うち実
入りは55万6,667TEUで3％
減、空は25万0,806TEUで
24％減だった。前年度がコ
ロナ禍からの回復、自動車
部品の供給制約の解消を受
けて増加となった反動や、
実入りは東電福一原発の処
理水海洋放出に反対する中
国による日本産水産物の輸
入停止しも影響した。
地域別では、関西が全体
の 32％を占め、関東が
22％、中国が12％と続く。
港別で横浜港は22万4,459
TEUと前年度比13%減少し
たが全国で2位を維持し
た。うち積み／実入りは
23.6%減の7万8,612TEUだっ
た一方、揚げ／実入りは
17%増の7万5,957TEUと好
調だった。

アジア域内サービスの寄港盛ん

フィーダーコンテナ取扱量2位維持
COSCOが釡石貨物を横浜積み替えで輸送



キョクレイ
　ニチレイロジグループの
キョクレイは21年3月、設
備能力3万773トンで環境負
荷低減と自動化機能を備え
た最新鋭冷蔵倉庫「本牧物
流センター」を開設してい
る。

同センターは高効率自然
冷媒（NH3／CO2）冷凍機
とLED照明の採用による環
境負荷低減と、入退室者の
体表面温度測定を兼ねた顔
認証システムでのセキュリ
ティー機能を備えるほか、
自動化設備などの先端技術
を導入した最新の冷蔵倉庫
だ。また、自動運転フォー
クリフトをはじめとした最
新の自動化設備を導入し、
業務効率化を進める。輸配
送機能は、周辺既存拠点と
の輸配送網の構築やグルー
プ会社であるNKトランス
の事業所を設置することで
運送機能の強化、トラック
予約システム導入による車
両待機時間の短縮を実現す
る。設備はF級冷蔵庫8,812
トン、FC級兼用が7,756ト
ン、C級1万4,205トンを備
え、地上4階建て免震構造
（冷蔵倉庫部分）、接車バ
ースは24基。また同倉庫は
その後、NPO法人日本ハ
ラール協会からハラール認
証を取得している。

日新
　日新は21年7月、横浜港
本牧埠頭A突堤に「横浜重
量物梱包センター」を開業
している。同施設は、敷地
面積1万4,974.21㎡に鉄骨造
り平屋建てで延べ床面積が
1万85㎡の規模。横浜港内
のコンテナターミナルに至
近の立地であるとともに、
首都高速湾岸線や国道357
号線などで首都圏全域への

交通アクセスに大変優れて
いる。設備面では天井クレ
ー ン 40ト ン （ 20ト
ン×2）×2基で最大80トン
まで対応可能なほか、31ト
ン大型フォークなどを装
備、従来よりも大型重量貨
物の輸出梱包・荷役作業が
可能となった。さらに20ト
ン1基、10トン1基を備えて
おり、通常は10～20トンの
クレーンで効率的な運用を
提供している。
奥行き25m×全幅96mの

大庇を備え、雨天時でも荷
役作業が可能となる全天候
型の作業スペースを持つ。
また、直結する公共岸壁
（水深12m）を活用するこ
とで、敷地前面での艀・在
来貨物船の荷役作業が可能
となるなど、従来の施設に
比べて大幅に作業能力が向
上している。

ヤマタネ
　ヤマタネは、横浜港本牧
ふ頭Aに「本牧埠頭営業
所」を24年7月に開設、定
温倉庫も備え、輸出入貨物
取扱拠点、配送センターと
して機能している。同社
は、中期経営計画「ヤマタ
ネ 2025プラン」では、物
流部門の収益力向上のた
め、新倉庫の開設や既存倉
庫のリプレイスを目標と
し、同営業所の開設に取り
組んできた。
同営業所は、首都高速道
路湾岸線本牧ふ頭ICから約
2kmの位置の本牧ふ頭A突
堤に立地、輸出入貨物取扱
拠点、流通加工などにも対
応可能な配送センターとし
て利用可能だ。また、定温
空調設備を備え多品種貨物
の保管ニーズにも対応して
いく。敷地面積7,915.50㎡
に、鉄筋コンクリート・鉄
骨造り地上4階建て、延べ
床面積が1万9,584.00㎡の規
模。
また同営業所は国土交通
省から物流総合効率化法に
基づく総合効率化計画の認
定を受けるとともに、

「BELS（建
築物省エネル
ギー性能表示
制度）」の最
高ランクであ
る 5つ 星 と

「ZEB Ready」の評価を取
得しており、「CASBEE
（建築環境総合性能評価シ
ステム）」ではA評価を取
得している。

ケイヒン
　ケイヒンは横浜港本牧ふ
頭A突堤に本牧埠頭流通セ
ンター（神奈川県横浜市中
区）を建設、24年9月に稼
働を開始している。ケイヒ
ン関東営業部の本牧埠頭流
通センターは、鉄筋造り・
一部鉄骨造り、地上6階建
て（倉庫5階建て）で、延
べ床面積が2万3,827㎡、う
ち定温庫が1万8,522㎡の規
模。

　同グループの事業戦略の
一環として、経営基盤のさ
らなる強化、グループ会社
間の連携を活かした国内外
物流事業の拡大を推進する
ため、横浜港本牧ふ頭A突
堤に整備した。同センター
は、横浜港の港湾地区の中
心に位置し、高速道路網へ
のアクセスにも優れ、制振
構造を取り入れたほか、
BCP対応として非常用発電
機を設置するとともに、環
境負荷低減の取り組みとし
てLED照明を採用、太陽光
発電設備の導入も予定して
いる。高付加価値商品に対
応した定温庫を設置した。
商品の入庫から保管・出庫
までの荷役作業、流通加
工、さらに配送手配まで、
さまざまなニーズに対応し
ていく。

東海運
　東海運は神奈川県横浜市
本牧ふ頭A突堤に、24年9
月に横浜港流通センターを
開設している。
同センターは、コンテナ
ターミナルや首都高速道路

湾岸線本牧ふ頭ICに至近の
立地で、15トンの天井クレ
ーン2基を備えた梱包棟を
併設、機械や設備貨物など
重量物の効率的な取り扱い
が可能となった。
　また、輸出入食品や原料
など、温度管理が必要な貨
物の取り扱いに適した定温
庫も備えている。同社グル
ープの横浜港における中心
的なサービス拠点として、
一連の輸出入手続きをワン
ストップで提供できる。
同センターは、敷地面積
1万194㎡に、鉄骨造り4階
建て、延べ床面積1万4,847
㎡、15トン天井クレーン2
基、貨物用エレベータ2
基、垂直搬送機1基、ドッ
クレベラー6基を装備、定
温庫は4室（下限15℃、
2,961㎡）を備えている。

澁澤倉庫
　澁澤倉庫は24年11月、本
牧ふ頭A突堤に定温/定湿
機能を備えた、環境配慮型
の次世代拠点として、本牧
営業所を開設した。
同施設は、敷地面積約

8,200.11㎡に鉄筋コンクリー
ト造り一部鉄骨造り地上4
階建て、延べ床面積が約2
万2,656.00㎡（うち定温・定
湿区画約6,300㎡）。1階の1
部と2階すべてのエリアで
定温/定湿の機能を備え、
天吊りパッケージエアコン
と超音波加湿器によって温
度15度/湿度70％の空調環
境を確保している。商品の

品質を維持するためのドッ
クシェルターとオートシェ
ルターを各2基、さらに定
温/定湿フロア専用の垂直
搬送機を備え、外気の影響
を受けることなく商品の入
出庫が可能。また2階、3階
にそれぞれ約80坪の空調付
き流通加工エリアを完備
し、作業中における商品の
品質劣化を防止するととも
に、作業者に働きやすい環
境を整備している。今後も
需要増加が見込まれる輸入
食品や輸入酒類などを含め
た輸出入貨物を主に取り扱
う。また環境配慮型施設と
して、CASBEE横浜Aラン
ク（新築）認証、ZEB認証
を取得している。

同社グループは横浜港内
で本牧ふ頭、大黒ふ頭、恵
比須町の3エリアに自社倉
庫を所有、拠点数は6拠
点、延べ床面積約11万㎡の
体制となった。今後コンテ
ナターミナルの再編整備が
進み、輸出入貨物の取り扱
いの拡大が見込まれる横浜
港本牧ふ頭に位置、首都高
速湾岸線・本牧ふ頭出入口
至近に立地。本牧JCTで首
都高速神奈川3号狩場線、
大黒JCTで神奈川5号大黒
線、東海JCTで湾岸分岐
線、大井JCTと葛西JCTで中
央環状線、国道357号線など
へのアクセスが容易で交通
利便性が高く、横浜や東京
だけではなく関東全域をカ
バーする輸出入貨物の物流
拠点として優れた立地だ。

山九
　山九は25年2月、横浜港

本牧ふ頭A突堤に横浜ロジ
スティクスセンターを開設
した。

同センターは、現在再編
作業が進む横浜港で中心的
な役割を担う本牧ふ頭に位
置し、東京都心、羽田空港
に車で30分圏内という優れ
たアクセスを有するほか、
本牧ふ頭の在来船用岸壁に
隣接しているため、在来貨
物については、本船接岸か
らの入出庫作業や、はしけ
作業にも対応できる。敷地
面積1万5,027.75㎡にS造り4
階建て、面積2万921㎡（う
ち倉庫1万7,025㎡）で、垂
直搬送機4基、荷物用エレ
ベーター1基を装備。1階の
岸壁側が高床式でコンテ
ナ・トレーラー用でドック
レベラー10基を備え、陸側
が低床式で通常のトラック
用のバースで、13mのひさ
しを備え、雨天時の作業も
可能だ。
山九では、半導体関連装
置、日用雑貨など幅広い製
品の取り扱いを予定してい
るほか、長尺の大型貨物保
管も可能だ。また通関スタ
ッフも常駐、輸出入手続き
から荷役、保管、倉庫作業
まで一貫したサービスを提
供する。また顧客ニーズに
対応して、2～4階は定温機
能も付加できる。
　また敷地内にはシャシー
プールを整備、待機車両の
抑制にも貢献する。環境面
では、屋上に太陽光パネル
を設置、年間のエネルギー
消費削減効率が100％以上
を見込み、「BELS」6つ星
と「ZEB」認証を取得して
いる。
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物流があるから、 世界はいつも新しい。
モノを作っている人がいて、売っている人がいる。

そこには必ず「つなげる人」がいる。正確に、丁寧に、安全に。
あなたの手元から、新たな景色を広げるために。

ヒト、モノ、コトの接点を生み出す。ケイヒングループ。

　横浜港では、本牧ふ頭A突堤にロジスティクス拠点の整備を進めており、すでに
9棟のロジスティクス施設が新規稼働しており、2025年度末までに計10棟が稼
働予定となっている。国際コンテナ戦略港湾政策には、コンテナターミナルの近接
地に流通加工、温度管理などの高機能な物流サービスを提供するロジスティクス施
設によるコンテナ取扱強化施策として「創貨」が位置づけられている。臨海部の物
流拠点は、保税上の利便性や迅速な貨物の配送などの環境が整っており、輸送の効
率化などの点でも注目を浴びている。横浜港では、こうしたニーズとともに、生産
拠点の海外移転などを踏まえ、これまで中心だった輸出貨物に加え、輸入貨物の取
扱機能強化策としてもロジスティクス拠点の形成を進めている。

流通加工、定温・定湿、重量物対応など高機能施設



2030年47％減、
2040年74％減
　横浜市では2050年の脱炭
素社会の実現を目指し、温
室効果ガスの排出を全体と
してゼロにするカーボンニ
ュートラルポート（CNP）
の形成を推進しており、港
湾法第50条の2の規定に基
づき、官民の連携による脱
炭素化の促進に資する港湾
の効果的な利用の推進を図
るため、横浜港脱炭素化推
進臨海部事業所協議会（横
浜港CNP協議会）などの議
論を踏まえ、市民意見募集
を経て「横浜港港湾脱炭素
化推進計画」を作成した。
同計画の対象範囲は、横浜
港の臨港地区と港湾区域
に、みなとみらい21地区や
金沢産業団地などを加えた
臨海部となり、KPI（重要
達成度指標）として、横浜
市臨海部からの二酸化炭素
排出量は、2030年度に480
万 t/年 （ 2013年 比 47％
減）、2040年度に240万t/年
（同74％減）、2050年度実

質0を目標に設定した。さ
らにブルーインフラの保
全・再生・創出で、二酸化
炭素吸収量を2030年度に約
150t/年、 2040年度に約
200t/年、2050年度約250tを
目指している。
具体的には、港湾脱炭素
化促進事業として、42主体
121事業（2025年3月時点）
を定め、次世代船舶燃料の
普及促進、陸上電力供給設
備の整備、ブルーインフラ
の保全・再生・創出、グリ
ーン電力供給拠点の形成に
向けた検討、横浜港CNPサ
ステナブルファイナンス・
フレームワークなどに取り
組んでいく。

CNPサステナブル金融FW
　横浜市は25年3月、みず
ほ銀行と横浜銀行から支援
を受け「横浜港CNPサステ
ナブルファイナンス・フレ
ームワーク」を策定、横浜
港港湾脱炭素化推進計画で
港湾脱炭素化促進事業とし
て位置付けた取り組みの資

金調達時にサステナブルフ
ァイナンスにアクセスしや
すくすることで、民間企業
などの脱炭素の取り組みを
金融面から後押しし、横浜
港のカーボンニュートラル
ポートの形成を促進する。
ダイトーコーポレーショ
ンは、大容量リチウムイオ
ンバッテリーを動力源とす
る電動タグボートの建造に
あたり、横浜港CNPサステ
ナブルファイナンス・フレ
ームワークを活用して、み

ずほ銀行とグリーンローン
に関する融資契約を締結し
た。同契約は同フレームワ
ークを活用した第1号の案
件となり、このような資金
使途特定型のフレームワー
クを自治体が策定し、民間
企業が活用する事例は、日
本初となる。

電気運搬船
　電気運搬船は、船に搭載
した蓄電池に蓄電し、電気
を海上輸送するという世界
初の送電手段だ。洋上風力
発電を排他的経済水域
（EEZ）まで広げる検討が
進められているが、日本の
海域の水深は深く、送電手
段の強化が課題の一つとな
っているので、電気運搬船
はこれらの課題の解決手段
として可能性が期待されて
いる。
　そこで、電力需要増加へ
の対応と併せて、2024年4
月、横浜市は東京電力パワ
ーグリッド、海上パワーグ
リッド（パワーエックス
100％子会社）と「横浜市
臨海部の電力需要増加とク
ルーズ船向け陸電実現に対
応するグリーン電力供給拠
点構築に関する覚書」を締
結した。

グリーン電力を
横浜市臨海部に供給
　2025年1月、横浜市は東京
電力パワーグリッド、海上
パワーグリッド、戸田建
設、三菱UFJ銀行と、「洋上
風力発電によるグリーン電
力を横浜市臨海部を起点と
して供給する方法の検討に
関する覚書」を締結した。
第7次エネルギー基本計画
で示された再生可能エネル
ギーを主力電源として最大
限導入する方向性のもと、
各者が連携して、横浜港に
おけるカーボンニュートラ
ルポートの形成や広域への

再生可能エネルギー供給の
実現に向けて、洋上風力発
電に由来する電力を横浜市
臨海部を起点として供給す
る方法とともに、洋上風力
発電事業に関する産業の地
域共創について検討する。

メタノールバンカリング 
　2023年12月に、グリーン

メタノールの船舶燃料とし
ての利用促進に向けて、マ
ースクASと三菱ガス化学と
覚書を締結した。また、
2024年4月には、マースク
ASのグリーンメタノールコ
ンテナ船の命名式、9月に
は出光興産などを加えてメ
タノールバンカリングをシ
ミュレーションした。民間
企業と連携してメタノール
バンカリングの実現に向け
た取り組みを進めている。

アンモニアバンカリング
日本郵船は24年7月、横

浜港本牧ふ頭で世界初の商
用アンモニア燃料船となる
予定のタグボート（A-
Tug）にTruck to Ship方式
でアンモニア燃料をバンカ
リングした。A-Tugは日本
郵船が保有し、同方式によ
る燃料アンモニア補給は世
界で初めて。
横浜市港湾局の協力によ
り、日本郵船がJERAとの
燃料供給契約によって実施
した。
　また横浜川崎国際港湾
（YKIP）などが出資する
エコバンカーシッピングが
LNGバンカリング船の建造
を進めている。

環境配慮船舶に対する
インセンティブ制度
　環境に配慮した船舶の普
及促進を目的として、2017
年 か ら IAPH（ The
International Association of
Ports and Harbors：国際港
湾協会）が運営するESI
（ Environmental Ship
Index）制度やグリーンアウ
ォード財団による制度に参
加し、排出ガスの水準を数
値化したESI指数が一定以
上の外航船またはグリーン
アウォード財団の認証を受
けた外航船の入港料を減免
している。また、LNG燃料
船の普及・寄港促進を図る

ため、LNG燃料船とLNGバ
ンカリング船の入港料と、
LNGバンカリング船の岸壁
使用料を減免している。

グリーン物流の取り組み
横浜港では、内航輸送、
コンテナバージ輸送、鉄道
輸送による海上コンテナの
国内輸送網の拡充に取り組
んでいる。これらの輸送手
段は道路渋滞緩和や、省エ
ネ効果のあるグリーン物流
として、その利用拡大が期
待されている。

水素燃料電池換装可能な
RTG導入
　国土交通省港湾局は、
2024年2月に横浜港南本牧
ふ頭MC-2にて、水素を燃料
とする荷役機械の現地実証
することを発表した。2022
年度から2025度まで実証事
業に取り組み、港湾のター
ミナルにおいて水素を安全
かつ円滑に導入するため、
港湾の施設の技術上の基準
の改訂などを進め、水素を
燃料とする荷役機械の導入
拡大に向けた環境整備の取
り組みを進めている。

陸上電力供給の推進 
　港に停泊中の船舶は、船
舶自体が必要とするエネル
ギーに加えて、コンテナ船
では冷蔵・冷凍コンテナ、
クルーズ船では客室・サー
ビス施設などで大量の電力
を消費しており、これらの
電力を重油などの燃料を用
いてエンジンにより発電
し、温室効果ガスを排出し
ている。そこで横浜市は停
泊中に必要な電力を供給す
る陸上電力供給設備の第一
歩として、本牧ふ頭のA4
公共岸壁に内航貨物船を対
象とした陸電設備を2024年
度に整備した。

再エネ由来の電力を使った
ターミナル 
　2022年度から横浜川崎国
際港湾（YKIP）と横浜港
埠頭（YPC）は、それぞれ
がターミナルなど施設へ供
給している電力を再生可能
エネルギー由来の電力に切
り替えた。YKIPでは非化
石証書を組み合わせること
により、実質的にCO2フリ
ーとなる電力を供給し、
YPCでは横浜市が進める
「再エネ発電由来の電気の
利用が東北の地域活性化に
つ な が る 実 証 事 業
(e.CYCLE)」による、横浜
市が連携協定を締結してい
る市町村に立地する再エネ
発電所による再エネ証書を
活用した実質再エネの電力
を供給している。今後も、
民間企業と連携しながら、
CO2フリーの電力調達に取
り組んでいく。
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横浜市は25年3月、グリーンメタノールを利用してコンテナ船燃料の脱炭素化を目指すとともに、大
企業のみならず中小企業をも金融支援対象とする「横浜港サステナブルファイナンス・フレームワーク」
の立ち上げ、横浜港臨海部が東京湾沖合に建設予定の浮体式洋上風力からの発生電力の受け入れ拠点とす
るなど、「横浜港港湾脱炭素化推進計画」を公表した。

金融枠組み開設やグリーン電力供給拠点構築
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癬要望は、国際港湾を取
り巻く状況が劇的に変化し
ており、第一の課題とし
て、将来的に安定した発展
を目指して激変する状況に
迅速に対応して行かねばな
らない事だ。防災基地化、
インバウンドへの対応、鉄
道と海運の結節点としての
港湾機能の強化などだ。さ
らに徐々に変化がみられる
横浜、川崎地区臨海部の交
通網についても抜本的に見
直し、大胆な交通網の整備
をお願いしたい。また、総
合港湾の在り方についても
大きく考え直す必要がある
ことから、港湾機能の抜本
的強化策を進言した。

腓具体的な要望、進言をお
聞かせ下さい。
癬情報化による生活様式の
変化、国際的な観光の活発
化、また乗り物の先進化と
多様化が進む中、港湾を中
心とした区域もそれらの変
化に対応した政策を打って
いく必要が出てきており、
港湾機能の抜本的な強化策
として4点を要望した。
　まず、「港湾における防
災機能の強化、ヘリポート
の設置」。首都直下型地震
や南海トラフ巨大地震の発
生が叫ばれており、防災機
能の強化は必須だ。港湾地
域には空間と機能が既に備
わっており、人口密集地区
と近接していることもあ
り、発災時の防災拠点化が
可能で、災害が発生する前
に防災基地化しておくべき
だ。発災時、最初に活躍する
のはヘリコプターなので、港
湾の近くへのヘリポート設置
を検討して欲しい。
　次に「インバウンドへの
対応強化」を上げたい。円
安で日本へのインバウンド

（訪日観光客）は今後も増
加するものと考えられ、国
際クルーズ拠点となってい
る横浜港、特に大黒ふ頭で
の乗船客の乗下船は更に増
加が予想される。大量のイ
ンバウンドの受入れ体制の
見直しが急がれる。大黒ふ
頭には公共交通機関が入っ
ていないなど基本的な交通
網の整備が必要だ。「海
運・舟運・マルチ交通網の
充実化」も進言したい。 
　現代は人的な移動手段が

多様化し発展しているが、
未だに鉄道駅と海運・舟運
交通のつながりが悪く、海
運・舟運交通への人流のシ
フトが行われていない。鉄
道駅と海運・舟運港が直結
することが重要であり、河
川に架かっている橋のドラ
フト（通航限界）の低さも
大きな課題だ。是非これら
の問題を解消し、海運・舟
運交通網の充実化を図って
もらいたい。さらに内陸部
ではロープウェイやLRT
（路面電車）などを活用し
て都市臨海部のマルチ交通
網とそれらを効率的に接続
する総合交通網の確立をお
願いしたい。
加えて喫緊で、深刻な問
題が「人材・人手不足対
策」だ。港湾における人
材・人手不足も深刻化して
いる。
　これまで港湾は国際貿易
拠点としてのセキュリティ
ーを保持するため、ISPS
（船舶、港湾施設の保安確
保等に関する国際条約）で
一般人が入れないようにし
てきたことから、世間から
見えない、隔絶された世界
になっていたが、学生や、
一般市民が見学できるよう
に変え、海上からの視察も
可能にして欲しい。

癬米国でトランプ政権が
誕生し、国際経済ばかりで
なく、各国との国際政治関
係も激変して行くだろう。
これまでの国家の安全保障
も不安定な状況に入りつつ
あると言えよう。そのよう
な国際環境の中、横浜港を
守り安定的な発展につなげ
るためには多くの新たな課
題を克服して行かねばなら

ず、事前にどのような課題
が出てくるかも検討しなけ
ればならない。
「新たな戦略港湾政策の検
討」は、自分で自分の国を
守らねばならない状況に陥
り、どのような港湾の姿が
望ましいのか、今から検討
する必要がある。国家的な
観点からの港づくりが必要
であり、国際貿易の今後の
成り行きを予想しておくこ
とが肝要だ。
「わが国のものづくり力の
強化」は、日本のものづく
り力は低下傾向にあり、国
力は輸出であり、我が国経
済の原点はものづくりであ
り、港湾の強さは貿易の強
さが背景であるので、具体
的な国力強化政策を検討し
て欲しい。その際、臨海部
におけるものづくりへの拠
点強化策も必要だろう。ま
た、「国際貿易構造の解析
と我が国の方針、船社の意
向の解析」も必要だ。横浜
港は日本最大のコンテナタ
ーミナルを有している。現
状、北米航路、南米航路な
どの基幹航路が輸出の主力
航路となっているが、欧州
向けの基幹航路は中国起点
となっている。今後、対米
輸出は構造が変わる可能性
があり、基幹航路の維持、

欧州基幹航路の奪還、誘致
などどのように政策として
反映して行くか、基本的な
検討を開始して欲しい。

腓最後に「東京湾西部臨海
地区の交通網整備」の要望
はどのようなものですか。
癬アクアラインが開通し
て28年が経ち、首都圏東
京、川崎、横浜などの東京
湾西部臨海地区の総合的な
交通網の再構築が必要とな
って来たからだ。
「物流・人流交通網の同時整
備」は、国際コンテナ物流の
観点から、最先端のふ頭には
貨物鉄道の導入が必須である
と考えており、物流機能の整
備ばかりではなく、そこで働
く人々の通勤の改善も含めて
実施すべきだ。
　東京湾西部臨海地区は、
北から東京都、川崎市、横
浜市、横須賀市、逗子市な
ど多くの地方自治体が存在
し、これらの地域にまたが
る再開発となるため「複合
する自治体の調整」だ。国
が音頭を取り、整備する交
通網として、鉄道、道路、
海運などの再整備が必要。

三浦半島を横断する運河構
想は多くの関係者との話し
合いが必要だが、是非、検
討、前進して欲しい。
　また、東京湾西部臨海地
区における交通網整備構想
として、これら地域と横浜
市内へのアクセスとなる元
町中華街をつなぐ鉄道路線
の「羽田空港、川崎港
（JFE跡地）、大黒ふ頭、
山下ふ頭を結ぶ鉄道網」を
検討して欲しい。本構想で
羽田以西の人流の大幅な輸
送量の増大が見込め、JFE
跡地の開発が大きく進める
ことが可能で、国際クルー
ズ船の拠点の大黒ふ頭、再
開発する山下ふ頭を通すこ
とで、民間が投資しやすく
なり、大きな経済効果が見
込める。

　山下ふ頭再開発地区、横
浜港インナーハーバーエリ
ア（ハンマーヘッド、大桟
橋、瑞穂ふ頭などのベイブ
リッジ内側域）、大黒ふ頭
（国際クルーズ拠点）、横
浜市内を流れる旧吉田新田
囲む中村川と大岡川と横浜
港を結ぶ舟運域、川崎市臨
海部のJFE工場跡地などの
海域地区を結ぶ海運網の整
備が望まれ、「海上交通網
の強化」の基本構想を創出
する委員会の立ち上げをお
願いする。
　地理的に東京湾と相模湾
を結ぶ「三浦半島横断運
河」は、海運の効率化が可
能だ。7km程度を掘ってつ
なぐことで、三浦半島を迂
回せずに相模湾側から短絡
的に東京湾に入港可能だ。

　神奈川港運協会（藤木幸太会長）は2025年4月に「横浜港：将来的な安定と
発展を目指す提案・要望」を国土交通省の中野洋昌大臣に提出した。「提案・要
望」は商業・産業面で貿易物流の結節点として最重要の横浜港、川崎港を含む東
京湾臨海部全体の交通、物流網の抜本的な見直しと整備を求め、横浜港を中心と
したグランドデザインを提示したもの。「提案・要望」の内容はあまり一般的に
知られていない、運河構想なども含まれている。横浜港運協会・神奈川港運協会
の藤木会長に「提案・要望」で描かれている、神奈川県の交通・物流網のグラン
ドデザインについて聞いた。

東京湾臨海部全体の交通、物流網の抜本的な見直しを求める
「横浜港：将来的な安定と発展を目指す提案・要望」を提示

横浜港運協会会長 藤木  幸太 氏

京浜海運貨物取扱同業会
会  長 飯　塚　利　信
副 会 長 矢 吹 欣一郎
副 会 長 早　川　正　雄
副 会 長 辻　　　克　行
副 会 長 関　野　治　夫

〒231-0023 横浜市中区山下町279番地  横浜港運会館1階
電話 045-671-9825  FAX 045-671-9830

理 事 長 矢 吹 欣一郎
副理事長 宮　河 大　輔
専務理事 降 幡 幸 朋

協同組合 東京海貨センター

〒143-0001 東京都大田区東海4-3-1
電話 03-3790-8181  FAX 03-3790-9531

理 事 長 石 川 　 健
副理事長 早 川 正 雄
副理事長 廣　瀨　晋　也
専務理事 伊 東 直 樹

横 浜 港 運 事 業 協 同 組 合

〒231-0811 横浜市中区本牧ふ頭1
電話 045-622-4451  FAX 045-623-4305

理 事 長 早　川　正　雄
副理事長 辻   克 行
専務理事 石 川 一 彦

京浜輸出入貨物取扱業協同組合

〒230-0054 横浜市鶴見区大黒ふ頭19
電話 045-506-5971  FAX 045-506-5977

腓 4月に神奈川港運協会
（藤木幸太会長）は「横浜
港：将来的な安定と発展を
目指す提案・要望」を国交
大臣に提出しました。「提
案・要望」は商業・産業面
で重要な横浜港、川崎港を
含む東京湾臨海部全体の交
通、物流網の抜本的な見直
し、整備を求めるグランド
デザインを提示したもので
す。その意図と、骨子は何
ですか。

腓「国際コンテナ戦略港
湾」についてはどうお考え
ですか。

神奈川港運協会提供
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　基幹航路支援は、横浜
港・川崎港へ寄港する基幹
航路（北米・欧州・中南
米・豪州・アフリカ航路）
の新規開設について、外航
船社を対象に支援する。ま
た国際フィーダー航路支援
は、横浜港・川崎港へ寄港
する内航船による国際フィ
ーダー網の強化（新規開
設・増便・輸送機能強化）
に資する取り組みを支援す

る。新規開設の場合、当該
航路の貨物を対象とし、寄
港回数を増やした場合、当
該航路の前年度貨物量と比
較し、増加分の貨物を対象
とする。また、大型船舶の
投入などにより、輸送機能
を強化した場合、当該航路
の前年度貨物量と比較し増
加分の貨物を対象とする。
国際トランシップ支援

は、横浜港・川崎港での国

際基幹航路で国際トランシ
ップ（外航航路から外航航
路への積み替え）する外航
船社を支援する。港内ショ
ートドレージ支援は、内航
船を利用した国際フィーダ
ーサービス（内航フィーダ
ー）によって横浜港を経由
して輸送する（内航航路と
外航航路との積み替え）コ
ンテナ貨物について、横浜
港内の異なるコンテナター

ミナル間のドレージ輸送が
必要となった場合、また
は、横浜港内の鉄道貨物駅
とコンテナターミナル間の
ドレージ輸送が必要になっ
た場合に、外航船社、内航
船社を支援する。
国際フィーダー・鉄道輸
送への転換促進支援は、北
日本・東日本各地から海外
へ直接輸出入または、京浜
港との間を陸上トラック輸
送し輸出入している貨物
を、横浜港経由の国際フィ
ーダーサービス（内航フィ
ーダー）または鉄道輸送に
利用転換する場合に、荷
主・フォワーダー、外航船
社、内航船社を対象に支援
する。南本牧ふ頭（MC-
3・4岸壁）超大型コンテナ
船タグボート配船費用支援
は、当該ふ頭で超大型コン
テナ船の入出港操船上、
4,000馬力以上のタグボート
が4隻必要となる場合に、

配備費用の一部を外航船社
に支援する。
バージ支援は、横浜港・
川崎港を利用する東京湾内
のコンテナバージによる輸
送に対して、はしけ横持輸
送を依頼する者を支援す
る。横浜港・川崎港におけ
るCONPAS導入補助は、国
が開発中の新・港湾情報シ
ステム「CONPAS」とコン
テナターミナル運営事業者
が所有するシステムを接続
する場合に、導入費用の一
部を補助する。横浜港・川
崎港のコンテナターミナル
運営事業者の自社システム

とCONPASが情報連携する
ために要する自社システム
の改修とサーバの設置に要
する費用と、CONPASの導
入のために合理的に必要と
なるコンサルタント費など
は事業経費の1/2に相当す
る額を補助するもので上限
額 は 1,500万 円 。 ま た
CONPASを運用するために
必要となる、車両誘導など
の資材（装備品、案内看板
など）の購入または借用に
要する費用の1/2に相当す
る額を補助するもので、上
限は1社当たり100万円。

　一般社団法人日本海事
検定協会の分析センター
は、昭和30年（1955年）に
東京と大阪の2箇所に開設
された。それ以来、国内
外の主要港での港湾業務
の拡大と幅広いネットワ
ークを活用した事業活動
によって、石油・石炭・
鉄鉱石・食品など、国民
生活にとって必要不可欠
な輸出入貨物の品質分析
の実績を積み上げ、その
間、分析技術を向上させ
つつ顧客ニーズに応えて
きた。横浜・大阪の分析
センターを始めとして、
石狩（平成15年）、苫小牧
（同年）、千葉（平成24
年）、名古屋（同25年）の
4箇所にサテライトラボが
ある。
このうち横浜分析セン

ターは、近年、事業規模
が急拡大してきたことで
分析センターが手狭とな
り、スペースの確保が緊
急の課題となっていた。
そうした状況にあって、
平成25年2月に協会創立100
周年を迎えることとな
り、その記念事業の一環
として、横浜市鳥浜地区
に新たな分析センターを
建設し、平成26年2月に移
転を完了し、分析業務を
開始した。
分析センターでは、輸出
入貨物の品質分析を主な業
務として行っている。取扱
品目は、鉄鉱石、石炭、石
油、化学品原料、及び食品

と多岐にわたっており、国
内外から当分析センターに
送付される品物の種類は、
着実に増加している。ま
た、貨物にトラブルが起こ
った場合の原因調査につい
ては、最新機器と各分野に
精通した専門スタッフで
様々な要望に迅速・的確に
対応している。
今後も、国内外を問わ

ず、従来の業務に加えて
資源・エネルギー、及び
食品分野の安全と安心を
重要テーマとして、積極
的に取り組んでいく。
わが国を取り巻く社会

環境の変化に対して、分
析機関に求められる役割
は益々重要となる。目覚
ましい進歩に伴い多様化
している資源エネルギー
及び食品に関わる分析の
経験と知識を更に深めて
いくとともに、顧客の目
線を忘れずに国内外の社
会変化を先取りして、一
歩踏み込んだサービスを
提供していく姿勢を全面
に打ち出す。
同協会は、輸出入食品

や貨物の安全と安心を守
ることに加えて、視野を
広く保ち、情報発信力を
強化して、「これまでの
100年からこれからの100
年」を見据え、経営理念
である「信頼のブランド
NKKK」をあらゆる事業
活動の原点におき、国際
社会への永続的な貢献を
目指す。

日本海事検定協会（NKKK）
分析センター（横浜）
国際社会への永続的貢献を目指す

“国際総合分析機関”

（写真　エスエス東京　島尾  望）

https://www.nkkk.or.jp

　横浜川崎国際港湾（YKIP）は国際戦略港湾競争力強化対策事業として、国の補
助金を活用し、横浜港・川崎港への航路誘致、集貨促進を図るため、支援プログラ
ムを展開してきているが、2025年度も継続、新たに横浜港・川崎港を利用する東
京湾内のコンテナバージによる輸送を支援するバージ支援を新設した。
　その他基幹航路支援、国際フィーダー航路支援、国際トランシップ支援、港内シ
ョートドレージ支援、国際フィーダー・鉄道輸送への転換促進支援、南本牧ふ頭
（MC-3・4岸壁）超大型コンテナ船タグボート配船費用支援、横浜港・川崎港に
おけるCONPAS導入補助は継続する。

湾内コンテナバージ支援を新設

横浜市港湾局提供
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外貿コンテナ貨物のう
ち、輸出は3.4％増の147万
6,092TEU、輸入は1.6％増
の127万9,117TEU、内貿コ
ンテナ貨物は移出入合計で
4.3％減の32万159TEUだっ
た。外貿コンテナ貨物を主
要品種別にみると、輸出で

は自動車部品が3.7％増の
426万トン、完成自動車が
4.4％減の215万トン、染料
等化学工業品が0.4％減の
196万トン、産業機械が
3.6％減の153万トン、電気
機械が52.2％増の114万ト
ン、主要相手国別では、中

国向けが2.7％増の329万ト
ン、メキシコが70.8％増の
219万トンと急増、タイが
20.6％減の102万トン、米国
向けが7.8％減の90万トン、
マレーシアが2.9％減の85万
トンだった。
輸入を主要品種別にみる

と、電気機械が16.8％増の
221万トン、製造食品が
8.3％増の206万トン、衣
服・身廻品・はきものが
14.9％増の169万トン、家具
装備品が7.3％増の141万ト
ン、染料等化学工業品が
7.5％増の135万トン。主要
相手国別では、中国が
18.6％増の993万トン、米国
が6.5％減の175万トン、タ
イが5.8％減の132万トン、
ベトナムが4.6％増の117万
トン、豪州が8.3％増の115
万トン。
海上出入貨物全体では、
0.2％増の1億121万トン、外
貿貨物が0.3％減の7,120万
トン、このうち輸出が
1.6％減の2,901万トン、輸
入が0.6％増の4,219万ト
ン。内貿貨物は、1.6％増
の3,000万トン、うち移出が

10.7％減の1,086万トン、移
入が10.2％増の1,914万トン
だった。
外貿貨物の輸出を主要品
種別にみると、完成自動車
が6.6％減の1,042万トン、
自動車部品が3.1％増の433
万トン、産業機械が7.0％
減の292万トン、染料等化
学工業品は0.5％減の202万
トン、電気機械は49.9％増
の116万トンと急増してい
る。主要相手国別では、中
国向けが7.8％減の385万ト
ン、メキシコが49.0％増の
255万トン、米国が15.8％減
の194万トン、豪州が11.0％
減の188万トン、アラブ首
長国連邦が10.4％増の136万
トン。
一方、輸入貨物の主要品
種別では、LNGが0.1％減
の605万トン、石炭が40.8％

増の279万トン、電気機械
が16.8％増の221万トン、製
造食品が8.3％増の206万ト
ン、原油が59.8％減の196万
トン。主要相手国別では、
中国が16.3％増の1,037万ト
ン、豪州が11.8％増の723万
トン、米国が13.3％減の339
万トン、韓国が58.4％増の
234万トン、タイが10.5％減
の172万トンだった。
　24年の入港船舶は、総数
が4.1％減の2万7,412隻、
3.8％減の2億7,764万総ト
ン、うち外航船が2.2％減
の8,602隻、4.0％減の2億
3,839万総トン、うちコンテ
ナ船が1.1％減の4,628隻、
2.7％減の1億2,383万総ト
ン、内航船は4.9％減の1万
8,810隻、2.3％減の3,925万
総トンだった。

横浜市港湾局は、2024年の横浜港統計速報を発表、コンテナ貨物は貨物量
が前年比6.4％増の4,598万トン、取扱個数（実入り・空合計）が前年比
1.8％増の308万TEUとなり、取扱個数は2年連続で300万TEUを超え、4年
連続で前年を上回るとともに、直近10年間で最多となった。
特に外貿コンテナの取扱個数が2.6％増の275万5,210TEUと好調で、横浜

港で積み替える外貿トランシップコンテナが前年比66.4％増の25万TEUと大
幅に伸びていることが主な要因。国別では中国発、メキシコやカナダ向けのト
ランシップコンテナの取り扱いが増加している。

2年連続で300万TEU超え、直近10年で最多記録

Tel: 03-5643-1717   Fax: 03-5643-1718

-World-wide NVOCC Service

General Agent in Japan for

EMIRATES LOGISTICS LLC
World-wide Service

ETHIOPIAN SHIPPING and LOGISTICS

Eagle Shipping Japan, Ltd.



25年度末にBC2CTで
常時運用開始
　2024年度は、これまで試
験運用を実施してきた本牧
ふ頭BCとD1ターミナルに
加えて、本牧ふ頭D4ター
ミナルでも試験運用に取り
組んだ。またCONPAS搬入
情報の事前照合機能実装に
向けて南本牧コンテナター
ミナルで25年2月に試験運
用に取り組んだ。2025年度
も引き続き国と連携して本
牧ふ頭BC、D1、D4ターミ

ナルでの試験運用の取り組
みと、その他のターミナル
で導入に向け調査するとと
もに、26年3月にはBC2コ
ンテナターミナルで常時運
用を開始する予定だ。

事前照合機能
　事前照合機能は、搬入コ
ンテナ（実入り）がターミ
ナルに到着する前に、船社
のシステムに入力している
搬 入 票 （ 電 子 ） を
CyberPortと CONPASと
TOSが連携し、TOSが保有

する貨物情報と事前照合す
ることで、ゲート手続きの
トラブルを回避し、ゲート
処理時間の増加を抑制する
もの。将来的には搬入票
（紙）を廃止することで、
クラークによる搬入情報確
認作業の負荷を大幅に軽減
するなど、さらなる業務効
率化を実現する見込みだ。
関東地方整備局が横浜港の
事例で搬入情報の事前照合
機能の効果をシミュレーシ
ョンしたところ、コンテナ
がターミナルに到着する前

に搬入情報を照合すること
で、ゲート部での手続き時
間が約6割程度になること
が想定できる。試験運用で
は、ユーザーであるターミ
ナル/海貨/倉庫/陸運の各
プレーヤー側で期待できる
効果検証や課題を洗い出し
た。

南本牧CTで
ペナルティ制度導入
　国土交通省関東地方整備
局は、CONPASの適正な予
約環境の確保に向けて、常
時運用している横浜港南本
牧ターミナルで5月からペ
ナルティ制度を本格導入し
た。同制度では、予約の
「すっぽかし」が累積で15
件に達すると、CONPASが
「利用停止」となり、利用
停止1回目は5営業日、利用
停止2回目は10営業日、利
用停止3回目以降は20営業
日、それぞれ予約の取得・
変更・キャンセルの操作、
CONPASを利用した搬出入
ができなくなる。また大量
予約・大量キャンセルにつ
いては、1カ月間のキャン
セル件数が300件に達する
と 、 翌 月 1カ 月 間 は
CONPASの利用が制限、取
得可能な予約が当日分のみ
となり、当日空いている枠
のみ予約可能となる。
コンテナターミナルのゲ
ート前混雑の解消やトレー
ラーのターミナル滞在時間
の短縮を図り、コンテナ物
流を効率化することを目的
としたシステムである

CONPASでは、搬出入予約
でゲート前待機時間削減を
図っているが、各予約枠の
来場受付時間までに来場せ
ず、キャンセルも確認でき
ない「すっぽかし」や、大
量予約・大量キャンセルが
あると、適正な予約環境が
確保できない状況も発生す
る。このため、CONPASで
は利用者の意見や要望を受
け、東京港・横浜港でペナ
ルティ制度を試行してきた
もので、5月から南本牧タ
ーミナルで本格導入した。

コンテナ搬出入手続きが
Cyber Port上で可能に
国土交通省が保有・運営
するサイバーポートは6月2
日から、横浜港本牧BCタ
ーミナルで、従来のデマレ
ージ料の問い合わせなどの
機能に加えて、実入コンテ
ナの搬入・搬出などのター
ミナルへの手続きをサイバ
ーポートで一元的に処理可
能になる。
サイバーポートは、港湾
全体の生産性向上に向けた
取り組みを推進するため
に、港湾物流や行政手続き
などの港湾関連手続きを電
子化するデータプラットフ
ォームで、コンテナターミ
ナルについても、海貨業
者・ターミナル双方の業務
効率化に寄与するターミナ

ル問い合わせ機能などをサ
イバーポートに実装・提供
してきた。
横浜港本牧BCターミナ

ルでは、23年にサイバーポ
ートの「ターミナル問い合
わせ機能」（デマレージ料
の問い合わせなど）を導
入、直近の利用率は約95％
に達し、海貨業者・ターミ
ナル双方の業務効率化を実
現している。一方、実入コ
ンテナの搬入・搬出などに
ついては、ターミナル運営
者のwebサイトでの対応の
みとなっており、海貨業者
からするとサイバーポート
とターミナル運営者のweb
サイトを使い分ける必要が
あった。
今回、海貨業者・ターミ
ナル双方のさらなる業務の
効率化に向けて、ターミナ
ル運営者の取り組みを導入
支援としてサポートするこ
とで、サイバーポートとの
連携を拡大した。その結
果、本牧BCターミナルで6
月2日から、実入コンテナ
の搬入・搬出などのターミ
ナルへの手続きをサイバー
ポートで一元的に処理可能
となる。国交省では今後、
全国に先駆けた同ターミナ
ルなどでの先行事例を水平
展開すべく、全国のターミ
ナルへの導入支援を進めて
いく方針だ。
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コンテナの搬出入を事前に予約することにより、車両の入場時間を分散・平準化
してゲート前の混雑を緩和するシステム「CONPAS（Container Fast
Pass）」は、国土交通省港湾局が開発運営しているが、2021年4月から南本牧
ふ頭で本格導入している。これによりゲート前の平均待機時間が30分から7分と
なり大きな効果が上がっている。

車両待機時間を縮小、手続き一元化
CONPAS、Cyber Portなどで効率化へCONPAS、Cyber Portなどで効率化へ

車両待機時間を縮小、手続き一元化

バンコクでセミナー
横浜市港湾局と横浜川崎
国際港湾（YKIP）は24年7
月、タイのバンコクでタイ
港湾庁、在タイ日本大使
館、国土交通省を招き、船
会社、物流事業者、荷主企
業などを対象とした「横浜
川崎港湾セミナーin バンコ
ク」を開催した。「新しい
国際コンテナ戦略港湾政
策」の概要とともに、タイ
からの輸送ルートとして日
本向けの貨物だけではな
く、北米・中南米に向けた
輸送でも横浜港を利用する
利点などを紹介した。

ワイニィミー港と覚書締結
　横浜市は24年4月、カリ
フォルニア州オックスナー

ド港湾地区ワイニィミー港
と、グリーン自動車海運回
廊の形成に関する覚書を締
結した。同回廊は、港湾間
を結ぶ自動車専用船航路に
新たな技術を導入し、官民
の連携による取り組みや政
策を通じて、海運や港湾活
動による温室効果ガスなど
の削減を促進する取り組
み。

ハンブルク宣言に署名
　横浜市は24年10月、姉妹
港であるハンブルク港の呼
びかけにより、ドイツがハ
ンブルクで開催したハンブ
ルク・サステナビリティ会
議に参加、国際海運の脱炭
素化に関する宣言「ハンブ
ルク宣言」に署名した。ア

ジアからは唯一の署名者と
なった。あわせて、IAPH
（国際港湾協会）総会に参
加、姉妹港ハンブルク港の
ほか海外港や船社との交流
を深め、脱炭素の取り組み
の他、最新の動向について
情報交換した。

PATと連携10周年
　横浜港とタイ港湾庁
（ Port Authority of
Thailand, PAT）は、パー
トナーシップ港連携10周年
を迎え、タイから関係者が
来訪、25年1月22日にパー
トナーシップ港連携10周年
記念式典を開催した。基本
合意書が24年に5年間の有
効期限を迎えたことから、
タイ港湾庁と協議のうえ、
新たにグリーンポート、脱
炭素イノベーション、デジ
タル化についての情報交換
に取り組む旨を追加し、引
き続き連携を深め、両港に
おける課題解決を進めてい
くことで合意し更新してい
る。

ICS2（EU版24時間ルール）対応はDescartesで

◎お問い合わせは　㈱オーシャンコマース　鶴町
Tel：03-3436-1620
Mail address：tsurumachi@ocean-commerce.co.jp

運用日程
ハウスレベルの登録（猶予期間）
2024年 12月 4日　～　2025年 3月31日
本稼働
2025年 4月1日から罰則付きで運用開始

運用国
EU加盟国に加えスイス、ノルウエー、北アイルランド

EORI 番 号 (Economic Operators Registration and 
Identification Number) 取得が必要です
● 自社登録にはEORI を取得し申告時に入力が必要
● ICS2 加盟国のサイトでの取得ができ、一つの EORI で
対象国の運用が出来る
※詳しくはオーシャンコマースへお問合せ下さい

提出期限
● 海上コンテナ貨物（近海コンテナ輸送を除く）
ICS2 加盟国域内に到着する船舶に各外国積地港での積
み込み開始の少なくとも24時間前

● バルク / ブレークバルク海上貨物（近海バルク / ブレー
クバルク海上貨物輸送を除く）
コミニュティーの税関領域の最初の港に到着する少なく
とも4時間前

ICS2システムの特徴
● ICS2 システム加盟国に輸送する貨物にはセラー（売り
手）、バイヤー（買い手）情報が必要（トランシップ、
FROB(Foreign Retain on Board）には不要）

●第一入国名、貨物の経由国の入力
●送信（登録）フォーマットが複数あり、データの違いに
より選択

● EORI 番号の入力、船社とのシェアー

●コンテナ番号、総重量のマッチング

●自社貨物の ICS2 の最新状況をいつでもどこでもご自分
で確認できます。

●船社への委託と較べ大幅なコスト削減が可能です。
●貴社の宝である顧客情報が競争相手となる船社や共同混
載するNVOCC他社に開示されません。

●船社都合に左右されず、いつでも、どこでも入力、訂正、
削除ができ基本費用で済みます。

①ご利用にあたって特別なネットワーク環境、ソフトを必
要とせず、インターネットに接続できるパソコンがあれば
世界中何処からでもファイリングや確認が可能です。
②データの入力と編集、ICS2 運用国への送信は分かり易
いウェブインターフェースを使用し EDI によるデータ送信
も可能です。ファイリング用アカウントはユーザー名とパ
スワードで保護され、通信は SSL（Secure Socket 
Layer）を通して行われるため、通信中のデータの漏洩、
改ざんがありません。
③ここで紹介した ICS2 以外に、Air ACE（航空貨物ACE）、
Ocean ACE、ISF(10+2 ルール )、JP-AFR、eManifest
(ACI)のサービスもあります。
④ICS2への申請から日々の入力、送受信業務までオーシャ
ンコマースがサポートしますので、最小の労力とコストで
ICS2が要求する電子ファイル送受信業務が実行できます。

注意事項
フォワーダー・NVOCC による税関申告した ENS の内容
が不正確、申告が遅延、無申告の場合は罰則が適用されます。

Descartes の「ICS2」導入のメリット

ICS2とは

Descartes の「ICS2」の特徴

The Descartes Systems Group Inc.
81 年創業の NASDAQ とトロント証券取引所の上場企業で貿
易と運輸に関わるロジスティクスシステムに特化した世界最
大級の IT 企業。2025 年 1 月期の収益は 6.510 億米ドル。本
社はカナダ・オンタリオ州ウォータールー。

フォワーダー /NVOCCを対象とした欧州向け24時間ルールは2024年12月からのテスト運用が25年
3月末で終わり、2025年4月1日からは自社でHouse B/Lレベルの税関申告を手配するフォワーダー
/NVOCCがEU域内（北アイルランド、ノルウェー、スイスを含む）に船積みする場合、船積み24時間前
までに船積みする貨物の詳細をEU税関に電子申告する事が罰則付きで義務付けられました。

ICS2はACE（米国版24時間ルール）と同様に、フォワーダー /NVOがEU域外の外国港湾の積み地からEU
域内（プラス北アイルランド、ノルウェー、スイス）向けに船積みする場合、船積み24時間前にコンテナ輸送品目、
または在来貨物の詳細をEU税関にデータでファイリング（申請）することが義務付けられます。申請するデー
タの内容は、品目のHSコード、完全かつ正確な貨物明細書、危険化学物質のCUSコード、受・積み荷主のID番
号（EORI）など、売り手および買い手のデータが必要となり、EORIの取得には時間を要する場合もあります。
本番稼働した25年4月1日以降は、違反者に対して罰金などが課せられています。

　横浜港では、国際競争力向上に向け、海外で航路・
貨物誘致を促進するためのピーアール戦略を積極化さ
せるとともに、環境問題を中心に海外港湾との連携強
化を図っている。

海外での集荷促進、海外港との連携
国際的な環境への取り組みに参加




